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要約
協働という概念は 1990年代以降日本の社会の中で定着し，市民をはじめ
とする様々なステークホルダーと一緒に事業を行う協働事業は地方自治体に
とって非常にポピュラーな事業の手法となっている。しかしながら，こうし
た協働事業の評価については，現場レベルでの蓄積こそあるものの，その手
法の全国化が行われておらずスタンダードが確立しているとは言えない。ま
た，協働評価に関する研究者による学術的知見も現場レベルでは必ずしも利
用されていない。そこで本研究ではアメリカを中心に世界に広がるコレクティ
ブ・インパクト概念を活用し，そのキーとなる 5要素を用いて協働評価の中
の協働性評価を実施することを提案した。千葉市の市民自治推進の好事例を
抽出することを目的に，コレクティブ・インパクトの 5要素を指標として用
いたシンプルな形で記述する協働評価シートを作成し，令和 5年度千葉市市
民自治推進のための実施状況作成過程で活用したところ，全体の 17%程度の
事業からコレクティブ・インパクトの 5要素の中で取り組んだ事例の記述が
得られた。その内容からは千葉市において共通のアジェンダ作成や，相互に
強化しあう仕組みについて工夫がなされていること，共有された測定システ
ムについては必ずしも取り組みが進んでいないことが判明した。今後はこの
取り組みを継続し，日本における協働評価のスタンダードを構築していきた
い。
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1．協働評価はどのように取り組まれてきたのか

1 － 1．はじめに

協働という概念が日本において定着をしてすでに 30年近い時間が経過

している。それまで「共同」「協同」といった表記が一般的な時代に，行

政と市民が協力するという意味合いで「協働」という言葉が使われだした

頃には，それなりに困惑を示す人々も多かったことを記憶している。

いまでこそ，協働という言葉を辞書で引けば「同じ目的のために，対等

の立場で協力して共に働くこと。」（デジタル大辞泉）と明快に定義づけら

れ，いわゆる ”Collaboration” の意味でこの言葉は使われるようになった。

特に地方自治体等の行政の現場では，協働という言葉の意味について問わ

れることはほとんどなくなったように思われる。行政が行う事業を市民と

協働で行うことは一般的に広く受け入れられ，その協働の相手方も必ずし

もいわゆる「市民」に限ることなく，営利企業やその他の組織体もカウン

ターパートとして受け止められるようになり，より幅広にこの概念は通用

してきている。

この協働，字義の通りともに働くという意味であることから，「事業」

をともに行うということを前提に使われることがほとんどである。行政に

おいて協働といえば，それは市民やその他のカウンターパートと協働事業

を実施するということであり，あくまでも事業実施を前提としている。協

働は実務を伴う概念であると言っていいだろう。

一方，地方自治体の世界では 1990年代後半からいわゆる NPM（New 

Public Management）の考え方が広がり，その流れの中で行政の事業評価が

大きな注目を浴びることとなった。特に当時先進自治体として有名であっ

た三重県をはじめとした行政評価は一世を風靡し，日本中の自治体に評価

ブームを巻き起こしたことは日本の地方自治の歴史の中でも大きな出来事

であった。その結果，平成 28年時点で都道府県及び特例市以上の市では

ほぼ全団体，その他の市区でも 8割以上の団体では行政評価が導入されて
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いる（総務省 2017）。まさに行政において事業実施の際に評価を行うこと

は当たり前，という時代になっているといえる。

では，協働事業の評価はどうであろうか。協働概念が全国の自治体に広

がり始めた 2000年代初めごろから協働も評価の対象となりうることが認

識されており，その概念整理や評価に向けての試行は実施されてきていた。

しかしながら，その手法については必ずしもスタンダードが確立されてい

るとは言い難く，2007年から 2014年の間で協働の評価に取り組まなくなっ

た県が 3県増加している（小川 2020）という報告もある。協働評価につ

いては，一般の行政評価，特に行政単独で実施する事務事業の評価などに

比べて取り組みが遅れているといっても良いであろう。

しかしながら，協働事業そのものへのニーズは社会的に高まっている。

民主党政権時代の 2010年に出された「新しい公共」宣言では，国民，企

業や NPOなどの事業体，そして政府が協働することの重要性が説かれ（「新

しい公共」円卓会議 2010），自民党政権下で開かれた共助社会づくり懇談

会でも，NPO法人や民間企業，行政等の様々な主体が共助社会づくりの

当事者であるとはっきり明示されている（共助社会づくり懇談会 2015）。

そして昨今では，協働だけではなく，「共創 i（あるいは地域共創）」とい

う言葉も使われることで，市民と行政だけではない多主体による協働の必

要性を説く自治体も登場してきている。

この様な社会状況を考えた時，果たして協働評価にスタンダードがない

状況が続いてよいのか，という点が改めて疑問として湧き上がってくる。

社会的にますます重要性が増す協働において，どこに留意点があり，何を

行うことが効果的な協働になるのか，その指標のイメージが共有されない

まま手探り状態で協働事業が進むことは，社会にとっても行政にとって

も，何よりも市民にとっても好ましい事態とは言えない。そこで本稿では，

2010年代から世界的に流行し，グローバルスタンダードな考え方として

一般化しているコレクティブ・インパクトの考え方を援用し，日本におけ

る行政の協働評価のスタンダード化を実現する手法の提案と，その試行に
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ついて検討を行っていく。

1 － 2．協働評価の流れと現状

日本における協働評価の流れは，まず現場から起こったことは間違いな

い。当時行政評価の先進県であった三重県の松阪県民局では 2001年度か

ら 2002年度にかけて松阪協働勉強会を実施，筆者もこの勉強会に参加し，

松阪県民局の職員とともに実行委員会型協働評価システム「協働のとも」

と呼ばれる協働事業のチェックシートを作成した。同様の動きは他の自治

体でも見られ，意欲のある自治体ではそれぞれが作成した協働のチェック

シートや振り返りシートを，行政として公式に取り入れる事例などもあり，

その後の個々の自治体による協働評価の取り組みへと進んでいったと考え

られる。しかしながら一方で，こうした協働評価の取り組みが全国化され

ることはなかった。

こうした現場レベルでの協働評価が進む一方，佐藤は協働事業の評価に

必要な要素としてア：事業評価，イ：協働性評価，ウ：多元性評価を挙げ

た（佐藤 2006）。いわゆる協働事業の評価を行う際には，いわゆる業績測

定的な意味合いの事業評価の部分と，協働が担保されていたかどうか，お

よび協働によって得られた成果といった協働性評価の部分を分離し整理し

たのである。一般的に協働評価という際には，後者の協働性評価を期待さ

れることが多い。実際に個々の自治体の協働評価の取り組みには，この協

働性評価の部分が重要視されているものも見受けられる ii。

しかしながら，この協働性評価の具体的な指標について明確なものがス

タンダードとして確立している様子はない。小田切は協働の評価の方法や

基準に関しての合意はない（小田切 2014）としたうえで，ヨリス・フッ

ツらの知見に依拠しながら，有効性，効率性，政党制，アカウンタビリティ，

合意，メンバーシップ，制度化，関係の質といった要素での協働の評価基

準を整理し，京都市の事業の評価を試みている。小川は，協働性の指標等

に関する研究の中から主要な 3つ iiiのものを選び出し，その内容を検討し，
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目標・目的の共有，情報共有，役割分担の明確化などの点である程度の共

通性があると評価している（小川 2020）が，さらに充実させることがで

きるのはないか，との問題意識も示している。その上で小川は，Emerson 

& Nabatchiが提示している評価指標をベースに日本の政令指定都市・特別

区（10団体）における協働事業の評価指標を確認し，定義，決定，信頼，リー

ダーシップ，知識，資源といった要素での評価指標の設定を示している。

しかしながらいずれも有用な研究であるにも関わらず，こうした知見が

社会的に十分活用されているとは言い難い。その理由としては，こうし

た学術研究のアウトプットが行政職員や協働に参画している市民に共有

されにくい現状があることを挙げることはできるだろう。しかしながら，

CiNii等の文献データベースが整備され，一般の人々でも学術研究の成果

にアプローチしやすくなっている現状を考えれば，それだけを理由として

捉えることは早計であろう。それよりも，現場の人々が協働性評価の研究

にアプローチができるかどうかの問題ではなく，そもそもアプローチしよ

うという動機づけがされていないのではないか，という疑問が生じてくる

小田切らは，行政と NPOとの協働事業に関する全国的な調査から事業

内容に由来する評価の難易度が評価の実施に関連している，としている

（小田切ら 2010）。協働評価が行われやすいケースとして，施設管理・運

営，相談支援，福祉といったサービスの受益者を特定しやすい事業を指摘

し，これらは受益者への直接的な接触が可能なため，関係者への評価の動

機が満たされやすいとしている。この点，見方を変えれば，受益者がいる

事業であれば評価をするというのは，それは協働評価において協働性評価

を志向しているのではなく，一般的に理解しやすい受益者満足度や業績測

定について評価をしている，つまりは事業評価を行っているに過ぎないと

みることができる。この時の小田切らの調査では，協働事業の評価を行っ

ているかどうかをアンケートで問うているが，それが事業評価であるか，

協働性評価であるかという点は問うていない。少なくとも小田切らが調査

を行った 2010年の時点では，協働事業の現場の人々は，協働事業の評価
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を協働性評価の部分と事業評価に部分を分けて考えて評価に取り組むとい

うよりも，事業評価を行いやすい協働事業のみを評価してそれを協働評価

としている可能性はなないだろうか。協働性評価を協働評価の中で重要視

する視点は，少なくとも地方自治の現場では広く共有されていなかったの

かもしれない。

これらのことを総合すれば，現代の協働評価における問題点がイメージ

できてくる。それはつまり，協働評価における事業評価と協働性評価の区

別については社会的には必ずしも十分に認識はされていない。それゆえ協

働性評価の指標についての学術的知見があっても，一般からは利用されに

くい。加えて，前述したようにそもそも協働評価は各自治体がバラバラに

取り組んできてスタンダードが確立をしておらず，参照すべき事例がどれ

であるかを判断するのが難しいため，協働性評価に取り組むハードルが上

がる，という状況があるのではないか。

しかしながら，今後協働がさらに社会の中で進んでいくことを考えれば，

いつまでもこの協働性評価の部分から目をそらしている訳にはいかない。

いわば協働性評価の社会的実装が求められる中で，どのようなアプローチ

が考えられるであろうか。

一つには，誰もが参照しやすいスタンダードといえる協働評価のスキー

ムが存在することである。優秀な研究者により新たな評価指標が提示され

たとしても，それが参照すべき妥当性を持つ内容かどうかを判断すること

のハードルは，研究者でなければ高いものであると言わざるを得ない。そ

れよりも社会的に認められているスタンダードであることが保証されてい

る指標候補の方が受け入れやすいといえるだろう。二つ目として，その協

働評価の内容に事業評価的要素と協働性評価的要素の両方が含まれている

ことは避けた方が良いと思われる。金川は協働概念には多義性があり，評

価段階の多様性によって協働評価にはあいまい性が残る（金川 2007）と

している。協働の何をどう評価するかの複雑さが，評価へのハードルを上

げていると言っていいだろう。であれば，KPM等で業績測定の部分が担
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保されていることが多い行政の協働事業であれば，協働評価は協働性評価

の部分のみに特化してしまい，シンプルな形で協働評価を示す方が得策で

はなかろうか。

こうした条件を満たす，協働評価のスキームはありうるであろうか。そ

の可能性をもつのがコレクティブ・インパクト概念である。

2．コレクティブ・インパクトと協働

2 － 1．コレクティブ・インパクトとは

コレクティブ・インパクトとは何であろうか。Webサイト等でコレクティ

ブ・インパクトについて検索をすれば，それが市民，企業，行政等がセク

ターを超えて協力し課題解決をすること，というように説明されることが

多い。例えば，公益法人協会が提供する非営利用語辞典では，コレクティ

ブ・インパクトについて

特定の社会課題に対して，単一セクターの経営資源や組織能力によ
り解決するのではなく，企業，非営利組織，行政，市民など多くのセ
クターが境界を越え相互に強みやノウハウをもち寄りながら社会課題
に対する働きかけを行うことで課題解決や大規模な社会変革を目指す
アプローチを総称する用語である。（非営利用語辞典）

と説明している。ここにはインパクトや評価といった説明は含まれていな

い。日本でもいわゆる新しい協働の形として，あるいは 1章で述べた共創

（あるいは地域共創）という意味合いで語られることが多い。また，佐々

木はコレクティブ・インパクトという考え方や仕組みが日本の複雑な社会

課題解決のための救世主的存在として迎えられ，一種の打ち出の小槌のよ

うに考えられてきた（佐々木・横山・後藤 2022）とも言っており，この

言はコレクティブ・インパクトの社会的イメージをよく言い当てているよ
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表１．コレクティブ・インパクトの 5 要素（SSIR Japan 2023）

うに見える。

ではそもそも，コレクティブ・インパクトという言葉はどこで生まれた

のであろうか。コレクティブ・インパクトとは，米国のコンサルティング

会社 FSGのジョン・カニアとマーク・クラマーによって 2011年に提唱さ

れた考え方である。『スタンフォード・ソーシャル・イノベーション・レ

ビュー』誌に掲載された彼らの論考では，コミュニティにおける社会問

題解決に向けた取り組みが「ばらばらの行動」から「集合的な行動」へ，

「ばらばらのインパクト」から「根本的かつ持続的なインパクト」へと移

行するためには，以下の 5つの要素が必要と述べ，その結果としてこれら

の 5つの条件（表 1）が，無数の非営利団体，企業，政府機関がそれぞれ

独立して社会問題に対処するために活動する孤立した影響の一般的なモデ

ルよりも，社会の進歩のためのより強力で現実的なパラダイムを提供する

という仮説を立てている。（Fay Hanleybrown, John Kania, & Mark Kramer，

2012）

ここまでを読むと，やはりコレクティブ・インパクトという概念は協働

のバリエーションの一つのように読める。しかしながら，ここで注意が必

要なのは，そもそもコレクティブ・インパクトという言葉は，アイソレー

テッド・インパクトの対概念として示されているということである。（表２）
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表２．アイソレーテッド・インパクトとコレクティブ・インパクト（SSIR Japan 2023）

アイソレーテッド・インパクトの説明を見てもわかるように，これはい

わゆる単独の公益的事業の社会的インパクト評価をイメージした内容であ

る。それに対してコレクティブ・インパクトは，公益的事業を多主体によ

る協働事業として実施した際の社会的インパクト評価をイメージしている

ことがわかる。マーク・クラマーは Forbes JAPANのインタビューで「コ

レクティブ・インパクトの革新性は協働と共通の測定基準の構築にある。」

と述べている（Forbes Japan 2017）。つまり，コレクティブ・インパクトとは，

あくまでも社会的インパクト評価の考え方から出てきた，インパクト評価

をベースにしたスキームと考えた方が正しい。事実，今田らは 2016年に

コレクティブ・インパクトを紹介する際に，成果の可視化や事業単位の成

果の把握を超えて地域や分野での複数の事業の成果やインパクトを測るコ

レクティブ・インパクトの動きが進みつつある，とあくまでも評価の視点

から論じている（今田・田中 2016）。

これらのことを総合すれば，コレクティブ・インパクトはあくまでも

社会的インパクト評価の文脈から生まれた言葉であるが，単なる新しい

評価手法というよりは，集合的インパクト概念を核にした新たな協働の

スキームであると捉えた方がよいであろう。佐々木も協働の発展形態とし

てコレクティブ・インパクトを考える，としている（佐々木・横山・後藤 

2022）。ただ，あくまでもその核には社会的インパクト評価の考え方があ
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ること，その点については留意せ

ねばならない。

さて，前述したように，このコ

レクティブ・インパクトの考え方

は，コミュニティ変革の世界で大

きく話題になり影響を与えてい

る。日本でも 2018年に閣議決定

されたいわゆる「骨太方針 2018」

の中でも行政・企業・ＮＰＯによ

る協働という文脈で「コレクティ

ブ・インパクト」という言葉が紹

介され，結果，前述した佐々木の

言葉を借りれば「打ち出の小筒」

的な期待感を持たれている。その一方で，コレクティブ・インパクトその

ものの考えも世界的に議論が進み，Tamarack Instituteの Cabaj and Weaver

はコレクティ・ブインパクトのフレームワークを見直すことを主張し，コ

レクティブ・インパクト 3.0では，上記の 5つの要素がそれぞれ下記のよ

うにアップデートすることが提案されている（表 3）。ただし，この修正

によってコレクティブ・インパクトの 5要素の焦点がぼやけたようにも見

受けられるが，この点についての論考は別の機会に譲りたい。

さて，ここまで述べてきたことを総合すれば，コレクティブ・インパク

トはまさにグローバルスタンダードな協働のスキームの一つということが

できる。少なくとも日本では非常に大きな期待とともにこの概念が受け入

れられ，また現代的な共創（あるいは地域共創）という言葉ともマッチす

る iv。しかもコレクティブ・インパクトの 5要素は明らかに協働評価の中

で協働性評価として着目してきた視点がシンプルに含まれている。であれ

ば，このコレクティブ・インパクトの 5要素を協働性評価の指標として活

用できる可能性があるのではなかろうか。

表３．コレクティブ・インパクト3.0 における
　　  5 要素（Cabaj and Weaver 2016）
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2 － 2．コレクティブ・インパクトと協働性評価の親和性

では，コレクティブ・インパクトの 5要素が，どのような点で協働性評

価の指標として活用できる可能性があるのか確認していこう。

まず，そもそも協働評価において事業評価と協働性評価が分かれている

という点がポイントとなる。事業評価が分かれて評価されていることが前

提であれば，協働性評価にいわゆる業績測定の要素を含む必要はない。佐

藤も協働性評価の内容として，協働によって創出された新たな価値や要素，

（中略）協働に対する知識や意識の向上，ノウハウの蓄積，地域社会にお

ける人的ネットワークの形成など，を挙げている（佐藤 2006）。つまりは，

協働をうまく機能させるための仕組みづくりができているか，それが効果

的かどうかを測ろうというのが協働性評価である。

コレクティブ・インパクトの 5要素は，まさにこの視点から作られたコ

レクティブ・インパクトを機能させるための要素である。良く誤解される

が，コレクティブ・インパクトの５要素はそれがあればコレクティブ・イ

ンパクトとして成立するという考え方ではない。あくまでもコレクティブ・

インパクトを成功させる要件（John Kania & Mark Kramer  2011）として挙

げられているものである。であれば，これらの 5要素は協働性評価の評価

指標として機能しうると考えるのが妥当であろう。

また，コレクティブ・インパクトの 5要素は，評価指標として捉えた時

にも実に有用な側面を持っている。それは，これらの 5要素がどれもアウ

トプットを明確にイメージしやすい内容であるという点である。共通のア

ジェンダも共有された測定システムも，それが存在するか否かという点で

まず明確に判断が可能である。相互に強化しあう仕組みや継続的なコミュ

ニケーションは，その内容的に混同しやすい可能性はあるものの，その仕

組みがあったか，コミュニケーションが存在したか，という点で確認がし

やすい。活動をサポートする中心組織などは，それが存在するか否か，と

いう点で単純に判断ができるため，こちらも確認が容易である。いずれも

アウトプットレベルで何ができているかと言うことを明快に判断すること
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ができる。

インパクト評価や，アウトカム志向で評価を考えることは重要である

が，事業のロジックモデルを考える上でアウトプットは欠かせない要素で

ある。アウトプットなくして，インパクト評価やアウトカムを確認したと

しても，インプットとの因果関係は明確にならない。この点からも，コレ

クティブ・インパクトの 5要素は評価指標の候補として優れていることが

考えられる。そしてさらに言及するならば，コレクティブ・インパクト 3.0

で提示された新たな 5要素については，この点で評価指標としての妥当性

に問題を抱えているといえる。例えば効果が最大になる活動の組み合わせ，

などは何をもって最大といえるのかが判断できず，それがアウトプットと

して担保されているかどうかを知るのは難しい。コミュニティの願いも同

様で，理想主義的な形でリファインされたがゆえに，それをどう測定すれ

ばいいのかという視点が欠落してしまっており評価指標としての有用性

を落としてしまっている。まさにMDGsのシンプル明快な測定性が SDGs

によって失われてしまったのと同じことが起こっているといえる。そう意

味でも，2011年に最初に示されたコレクティブ・インパクトの 5要素こ

そが，協働性評価を行う指標候補としてはふさわしい。

そして何よりも，コレクティブ・インパクト概念が世界的にも普及した

考え方であることは重要である。自治体の実務の現場で，評価者がある評

価スキームを立ち上げた時に，必ず問われるのはその評価指標が妥当なも

のか否か，という問いである。それに対して，すでに世界的に浸透してい

るコレクティブ・インパクト概念を援用しているという根拠はスムーズな

評価作業を後押ししてくれるに違いない。

横山はコレクティブ・インパクトを評して，これまでのクロスセクター

型協働に比べて，普及力を高めるために，ある意味，議論を単純化・焦点

化させた，と言っている（佐々木・横山・後藤 2022）。単純化することに

より普及力が高まる，それを実現したコレクティブ・インパクト概念は，

協働性評価の単純化，そして普及に向けても大きな力になりうるのではな
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図１．コレクティブ・インパクトの 5 要素を用いた，協働性評価の
 評価シートイメージ（筆者作成）

かろうか。

2 － 3．コレクティブ・インパクト概念を援用した協働性評価実践の実際

では，実際にコレクティブ・インパクトの 5要素を援用して，どのよう

な協働性評価を実践できるだろうか。イメージはシンプルである。

自治体等が取り組む協働事業において，事後評価として協働性評価を行

うことがまず考えられる。もちろん，事前や事中に取り組む可能性もあり

うるが，協働事業の妥当であったかどうかのレビューという意味で，まず

は事後評価から取り組むのが分かりやすいであろう。

協働性評価で利用する評価指標をコレクティブ・インパクトの 5要素と

するならば，その評価の中身もシンプルにすることが望ましい。例えば，

協働事業の実施後，コレクティブ・インパクトの 5要素をもとにそれぞれ
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の内容を実践できたかどうかを，2段階あるいは 3段階評価をさせ，取り

組みが行えている場合にはその内容を自由記述させる，取り組みが行えて

ない場合は，その理由を自由記述するなどの方法が考えられる。こうした

内容であれば，評価シートは A4一枚程度で納めることができ，何よりも

評価において重要な評価コストの低減を図ることが可能である。

以下は，筆者が作成した，コレクティブ・インパクトの 5要素を用いた，

協働性評価の評価シートイメージである。

3．千葉市におけるコレクティブ・インパクト概念を利用し
た協働評価のトライアル

3 － 1．千葉市市民自治推進のための実施計画・実施状況

千葉市では，「千葉市市民自治によるまちづくり条例」に基づき，毎年

度における本市の市民参加，協働及び市民の自立的な活動を推進するため

の取組みを，「千葉市市民自治推進のための実施計画」及び「実施状況」

としてまとめている。その目的としては，市民主体のまちづくりを推進す

る機会を活用してもらうことと，市民からの意見をもらいながら，市民参

加，協働及び市民の自立的な活動を推進する，の 2点が挙げられている。（千

葉市 2024a）

この「千葉市市民自治推進のための実施計画」及び「実施状況」の内容

は非常に網羅的かつ充実したものである。2024年度の実施計画の例でい

えば（図２），千葉市で行われる市民自治に関わる取り組み（市民参加の

取組み，協働の取組み，市民の自立的な活動を推進するための取組み，市

民の意向の把握，市民と職員の意識向上と人材育成）の情報をすべて収集

し，その簡単な内容紹介とともに情報をまとめ，市民向けに公開を行って

おり，そこに含まれる事業数は 363を数える。また，情報公開にあたって

は学識経験者，市民団体代表，公募市民などからなる「千葉市市民自治推

進会議」が事前に内容のレビューを行い，コメントを行い担当課へのフィー
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図２．千葉市市民自治推進のための実施計画のイメージ（千葉市 2024b）

ドバックもなされている。実施状況についても同様の作業を行い事業実施

後の報告が行われている。

市が行う協働の要素を含む事業（千葉市では市民自治の推進という文脈

で整理しているが）をこのように毎年 2回網羅的に確認を行い，情報を発

信する事業というのは全国的にみても注目に値するものである。しかしな

がら，その内容はあくまでもこのような形で市民と協働をする事業があり

ますよ，という形での情報提供にとどまっており，それぞれの事業がどの

様な協働の為の工夫や実践を行っているか，という点にまでは十分に踏み

込めているとは言い難い。また，千葉市全体として協働の取組にどのよう

な傾向があるか，協働を行う上でどのような点に注力しているかという傾

向を知ることも現状の情報だけでは難しい。

そこで千葉市市民自治推進会議では 2023年にこの「千葉市市民自治推

進のための実施計画」及び「実施状況」に何らかの協働事業のレビューの

視点を取り入れることを提案し，検討を重ねてきた。そのうえで筆者の提

言により，コレクティブ・インパクト概念を利用した協働性評価のトライ

アルを行うこととなった。（千葉市 2024c）
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具体的には，市民自治推進に係る好事例を把握することを目的として，

千葉市市民自治推進の実施計画・実施状況に関する情報収集の際に，コレ

クティブインパクトの要素を踏まえた取組みの調査を合わせて行うことと

した。調査の方法としては，前節で筆者が提案した図１の内容をベースに，

コレクティブ・インパクトの 5要素に対して，以下の３段階で確認・振り

返りをしてもらい，「３」の場合にはその工夫した内容を自由記述しても

らうこととした。

３：市民自治を推進するための工夫をして取り組んだ

２：取り組んだ

１：取り組めなかった

この調査は「令和５年度千葉市市民自治推進の実施状況」の作成作業と

合わせて実施されている。次節においてその結果の概要に触れる。

3 － 2．コレクティブ・インパクト概念を利用したトライアルの実際

令和 5年度千葉市市民自治推進の実施状況の報告書によれば，この報告

書に取り上げられた協働事業（市民自治推進の取組み）は 367件である（千

葉市 2024d）。その中の 71件の取組みで何らかのコレクティブ・インパク

トの 5要素に関するコメントが付記されていた。全体の約 19%で取り組

みで記載があったという点については，初めてのトライアルと言うことを

考えれば十分な内容であったといえるだろう。

次にそれぞれのコレクティブ・インパクトの 5要素でどの点について言

及があったかをグラフにまとめる（図 3）。以下のように，相互に強化し

あう取り組みへの言及と，共通のアジェンダに関する言及が多い。

逆に一番少ないのはやはり共有された測定システムであり，協働事業に

おいて評価指標を共有しながら進めることのハードルの高さを伺わせる。

では，実際にどのような記述が見られたかを確認していこう。もっと
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も記述の多かった相互に強

化しあう取り組みについて

は，「フォローアップの研

修」や「交流会の開催」と

いった場の提供が多くみら

れ，ファシリテーターから

のアドバイスのような個別

の働きかけについても確認

ができた。また，次に記述

の多い共通のアジェンダに

ついては，「初回に年度末

のゴールを共有」であった

り，「直接顔をあわせて打

ち合わせることで問題意識

を共有」するなどの取組み

の工夫が見られる。一方，記述の少ない共有された測定システムについて

は，ステークホルダーごとに設定されている評価を全体が共有していると

いうようなケースはあまり見られず，進捗状況の共有に留まっているもの

が多いように見受けられる。継続的なコミュニケーションについては，メー

ルや電話によるコミュニケーションが多くみられ，SNSの活用は意外と

進んでいないことが分かった。また，活動をサポートする中心組織として

外部の中間支援組織等が活用されている事例もあまり多くはないことが分

かった。

コレクティブ・インパクトは比較的大規模で多主体の協働のスキームが

想定されることが多いだろう。それに対して，千葉市の行っている協働事

業（市民自治推進の取組み）は，協働のステークホルダーが少なく，また

予算規模等も必ずしも大きくはない。そのことが，例えば共有された測定

システムの記載の少なさを産んだり，あるいは活動をサポートする中心的

図３．コレクティブ・インパクトの 5 要素に
 ついて記入のあった個数
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組織の記述の乏しさに現れているということができるだろう。

しかしながら，一方で共通のアジェンダや，互いに強化しあう取り組み

等については，意識して取り組まれている事例があることが確認された。

この中から好事例を抽出しその情報を庁内に情報共有していけば，更なる

良質な取り組みを進めることが可能になる。また，継続的なコミュニケー

ションについては電子メールや電話といった旧来型のコミュニケーション

ツールが多く使われていることもわかった。逆にいえば，ここに新たなコ

ミュニケーションツールを導入することでステークホルダー同士のコミュ

ニケーションがさらに活性化することも期待できる。協働をさらに深化さ

せていく上での論点を今回の調査からから見出すことができたとも考えら

れるだろう。

4．まとめ

ここまで，日本における協働評価の課題について確認し，そのうえでコ

レクティブ・インパクト概念を用いた新たな協働性評価の可能性と，その

トライアルの結果について論じてきた。今回のトライアルは非常に短期間

で設計し取り組んだにも関わらず，大変示唆に富む情報が得られた。この

スキームを継続して行くことで，千葉市の協働事業（市民自治推進の取組

み）に関する好事例の抽出は容易になり，好事例の情報共有によって庁内

全体の協働事業（市民自治推進の取組み）のレベルアップを図っていくこ

とができるだろう。また，コレクティブ・インパクトの 5要素という形で

シンプルに協働の留意点が示されることによって，個々の事業担当者が自

分たちが協働の場面において何に留意するべきかが明確になることも期待

できる。そしてマクロな視点からも，この取り組みの積み重ねによって千

葉市の協働にどのような特徴があるか，協働の相手方とどのような点に留

意しながら事業展開をしているか，ということを俯瞰的にみることもでき

るようになる。
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今回のトライアルの結果については，本稿では簡単にレビューするにと

どまったが，今後さらに細かく分析することで，千葉市の協働事業（市民

自治推進の取組み）への示唆のみならず，コレクティブ・インパクト概念

を援用した協働評価の可能性についても，更なる情報を得ることができる

だろう。新しい協働評価のスタンダード構築に向けて，検討を続けていき

たい。

【注】
i 異なる立場や業種の人・団体が協力して，新たな商品・サービスや価値観などを
つくり出すこと。コクリエーション。（デジタル大辞泉）

ii 和光市の協働事業評価書では，事業の評価が 2項目で行われるのに対して，協働
の評価は 5項目で行われている。

iii 「事業評価システム 2000」（コミュニティシンクタンク評価みえ）を山口県青年国
際交流機構が任意団体版として発展させた「事業評価システム 2002 for Volunteer 
Group」と人パートナーシップ・サポートセンターの「パートナーシップの評価
基準」それらを整理した小田切（2014：61）の「協働のプロセスを評価するため
の基準」の 3つ

iv 共創とコレクティブ・インパクトの間の関係性については明らかではないが，
Google Trendsで確認する限りは，共創の方が圧倒的に検索数が多く，検索される
時期も早期である
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